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【届出の対象とした募集

（売出）有価証券の種類】

新株予約権証券

当該新株予約権証券は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である。

【届出の対象とした募集

（売出）金額】

0米ドル（0円）（注1）

2,840,128 米ドル（337,946,831円）（見込額）（注2）

（注1）　新株予約権証券の発行価額の総額

（注2）　新株予約権証券の発行価額の総額と新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額の合算額

【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 該当なし

（注1）　　本有価証券届出書中別段の定めがない限り本有価証券届出書において、「当社」、「アジレント・テクノロジーズ」及び「アジレント」

は、アジレント・テクノロジーズ・インク、またはアジレント・テクノロジーズ・インク及びその子会社(アジレント・テクノロジー株式会

社及びアジレント・テクノロジー・インターナショナル株式会社を含む。）をいう。

（注2）　　本有価証券届出書中別段の定めがない限り本有価証券届出書において、「ドル」、「米ドル」、「US$」及び「$」は、米国の通貨をいい、

「円」は、日本の通貨をいう。

（注3）　　本有価証券届出書において、便宜上、円で表示されている金額は、本有価証券届出書中別段の定めがない限り、2015年10月15日現在の株式

会社三菱東京UFJ銀行における対顧客電信直物売買相場の仲値１ドル＝118.99円の換算率で計算されている。

（注4）　　本有価証券届出書において、円または米ドルによる額が四捨五入されている場合には、表における合計額が当該合計額を算出する欄の額の

合計額と一致しない場合がある。
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第一部  【証券情報】

第1  【募集要項】

1      【新規発行新株予約権証券】

(1) 【募集の条件】

発行数 92,845（見込数）（注1）

発行価額の総額 0米ドル（0円）

発行価格 0米ドル（0円）

申込手数料 該当事項なし

申込単位 該当事項なし

申込期間 2015年11月1日から2016年4月29日まで（注2）

申込証拠金 該当事項なし

申込取扱場所

申込みは当社の社内ウェブサイトで電子的に行われる。書面での申

込取扱場所は下記のとおりである。

アジレント・テクノロジーズ・インク

米国95051カリフォルニア州サンタクララ、スティーブンス・ク

リーク通り5301

割当日 該当事項なし

払込期日 該当事項なし

払込取扱場所 該当事項なし

摘要

本有価証券届出書の対象となる募集は、2008年7月16日に当社取締

役会により適法に採択、決議されたアジレント・テクノロジーズ・

インク従業員株式購入プラン（以下「本プラン」という。）に基づ

き、当社の日本における子会社である、アジレント・テクノロジー

株式会社およびアジレント・テクノロジー・インターナショナル株

式会社の本プランに参加する資格のある従業員436名（以下「有資

格従業員」という。）を対象として行われる新株予約権の付与に関

する募集である。本プランの詳細については、第一部第4「2　その

他の記載事項」を参照のこと。

　　（注1）　発行数は、新株予約権の目的となる株式の数と同数である。

　　（注2）　申込期間とは、有資格従業員が本プランへの参加申込を行える期間である。
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(2) 【新株予約権の内容等】

当該行使価額修正条項付新株予約権付社債

券等の特質

本プランでは、下記で算出される新株予約権の実際の行使価額が下落し

た場合、新株予約権行使期間中の本オプションの行使により発行される

株式数は増加する。なお、実際の行使価額の下落によって、新株予約権

の行使による資金調達額が減少するものではない。

新株予約権の実際の行使価額は、購入日（2016年10月31日）における当

社普通株式の公正市場価額の85％の金額である。

本プランに基づき発行される普通株式数は、最大で2,500万株に、2001

年に開始する当社の会計年度の初日に追加されることとされる当社の発

行済株式総数の1%に相当する年次増加数を加えた数、又は、委員会が定

めるより少ない株式数とする。但し、新株予約権の付与後、普通株式の

購入前に、株式分割、株式配当、新株予約権の対象となる株式の併合、

資本組入により、発行済普通株式数に増減があった場合は、上記の発行

株式数の最大数は、適宜取締役会が調整を行うものとする。また、取締

役会は状況に応じ、その決定の実施に際して必要、適切な処置を取るも

のとする。なお、本プランに基づき発行される普通株式の数は、7,500

万株を上限とする。

本プランの目的は、当社及びその特定子会社の従業員に対し、当社の普

通株式を購入する機会を与え、当社の繁栄に貢献することを奨励するも

のである。したがって、行使価額及び資金調達額の下限は設けられてい

ない。なお、本プランの参加者が行使条件を満たさない可能性があるた

め、それにより新株予約権が行使されない可能性もある。当社には新株

予約権を購入する権利はない。

新株予約権の目的となる株式の種類
アジレント・テクノロジーズ・インク

記名式額面普通株式（額面金額0.01米ドル）

新株予約権の目的となる株式の数
新株予約権１個につき1株

全体で, 92,845株（見込数)（注1)

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権1個につき30.59米ドル（3,640円）（見込額）（注2)

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価額の総額
2,840,128米ドル（337,946,831円）（見込額）（注3）

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

株式の発行価格 30.59米ドル（3,640円）（見込額）（注2）

資本組入額 0.01米ドル（1円）（注4）

新株予約権の行使期間 2016年10月31日

新株予約権の行使請求の受付場所、取次場

所および払込取扱場所

アジレント・テクノロジーズ・インク

米国95051カリフォルニア州サンタクララ、スティーブンス・クリーク

通り5301

新株予約権の行使の条件
本プランへの参加資格を充足し、積立を行っていること。詳細は、本プ

ランに記載のとおり。

自己新株予約権の取得の事由及び取得の条

件

本プランからの脱退または参加の終了により、新株予約権は消滅する。

詳細は、本プランに記載のとおり。
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新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡不可。詳細は、本プランに記載のとおり。

代用払込みに関する事項 該当事項なし

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
後掲の本プラン第11条を参照のこと。

（注1）　「新株予約権の目的となる株式の数」は、「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額

の総額」を「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」で除した見込数である。本株

式数は、有資格従業員による拠出額の最大拠出見込額である2,840,128米ドル（337,946,831円）を30.59米ド

ル（2015年10月12日のニューヨーク証券取引所における当社普通株式の終値35.99米ドルの85％）で除した見

込数である。

（注2）　新株予約権行使時の払込金額は、新株予約権の目的となる株式の発行価格と同額である。新株予約権行使時

の払込金額及び株式の発行価格が現在未定であるので、2015年10月12日のニューヨーク証券取引所における

当社普通株式の終値35.99米ドルの85％（30.59米ドル）を算出して求めた見込価格を記載した。実際の払込

金額及び発行価格は、購入日（2016年10月31日）における当社普通株式の公正市場価額である。

公正市場価額とは、ザ・ウォールストリート・ジャーナル若しくは信頼性が高いと委員会のみなすその他の

情報源において示される、決定日が取引日の場合はその日の、取引日でない場合はその直前の取引日の当社

普通株式の終値（又は売買が発表されない場合は最終気配値）をいう。

（注3）　拠出額が現在未定であるため、「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額」

は、便宜上、有資格従業員による最大拠出見込額とした。

（注4）　発行価格のうち、一株あたり額面価額0.01米ドルを資本金として、残余部分を追加払込資本金として取り扱

う。

 

（摘要）

1.　　　 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金の調達をしようとする理由

本プランの主目的は資金調達ではなく、当社及びその特定子会社の従業員に対し、当社の普通株式を購入す

る機会を与え、当社の繁栄に貢献することを奨励するものである。

2.　　　 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先と

提出者との間で締結する予定の取決めの内容

本プランに従った運用がなされるほかは、該当なし。

3.　　　 提出者の株券の売買について割当予定先と提出者との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項なし。

4.　　　 提出者の株券の賃貸に関する事項について割当予定先と提出者の特別利害関係者等との間で締結される予定

の取決めがあることを知っている場合にはその内容

該当事項なし。

5.　　　 その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項なし。

6.　　　 新株予約権行使の効力の発生

参加者の新株予約権は、購入日（2016年10月31日）に自動的に行使される。

7.　　　 新株予約権の行使後第1回目の配当

参加者は、本プランにより付与された新株予約権の対象となる株式が購入され、当該参加者に交付されるま

では、当該新株予約権の対象となる株式につき、株主としての権利を有さないものとする。新株予約権の行

使により登録株主となった参加者は、配当を受領する権利を有する株主を決定するために設定された基準日

の営業時間終了時点における当該参加者の持株数に応じて、配当を受領する権利を有するものとする。

8.　　　 株券の交付方法

参加者が新株予約権を行使することにより取得した株式は、当社により指定されるストック・プランの管理

会社において維持されている当該参加者の口座に預け入れられる。通常、参加者が新株予約権を行使するこ

とにより取得された株式の株券は、当該参加者に発行・交付されない。
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(3) 【新株予約権証券の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受新株予約権数 引受けの条件

該当なし － － －

計 － － －

 

2     【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

2,840,128米ドル（注）

（337,946,831円）

10,000米ドル

（1,189,900円）

2,830,128米ドル

（336,756,931円）

（注）　前述のとおり、拠出額が現在未定であるため、払込金額の総額は、便宜上、有資格従業員による最大拠出見込

額とした。

 

(2) 【手取金の使途】

上記の差引手取概算額2,830,128米ドル（336,756,931円）は、設備資金及び業務運営上の経費支払等の一般運転資金に

充当する予定であるが、その具体的な内容や使途別の金額、支出時期については、当社の事業上の必要性に応じて決定する

見込みであり、現時点では未定である。

 

 

第2 【売出要項】

該当事項なし

 

第3 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項なし

 

第4 【その他】

1     【法律意見】

　当社のシニア・カウンセルであるP・ダイアナ・チウ氏より、次の趣旨の法律意見書が提出されている。

(i)　　当社は、デラウェア州法の下で適法に設立され、かつ優良な状態で有効に存続している。

(ii)　 当社は、本有価証券届出書の記載に従い、適法に新株予約権に関する募集を行うことができる。

(iii)　本有価証券届出書に含まれるアメリカ合衆国及びデラウェア州の法令についての記述は全ての重要な点において真実か

つ正確である。

(iv)　 当社による、当社を代理した本有価証券届出書（その訂正届出書を含む。）の関東財務局長への提出は、適法に授権さ

れている。

(v)　　山田亨、西山誠一及び長鎌未紗は各々単独で、当社を代理して本有価証券届出書（その訂正届出書を含む。）に署名

し、関東財務局長に提出する行為その他、当社の日本における新株予約権の募集の届出に関する一切の行為につき、当社

の日本における代理人として当社により適法に任命されている。

 

2     【その他の記載事項】

下記のアジレント・テクノロジーズ・インク従業員株式購入プラン（以下「プラン」という）の日本語訳が目論見書に記載さ

れる。
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アジレント・テクノロジーズ・インク

従業員株式購入プラン

 

（修正・改訂　2008年11月1日発効）

 

1.　 目　的

本プランの目的は、アジレント・テクノロジーズ・インク（以下、「当社」という。）及びその特定子会社の従業員に対

し、当社の普通株式を購入し、当社の繁栄に貢献することを奨励するものである。当社は、本プランを、1986年米国内国

歳入法修正第423条に基づく「従業員株式購入プラン」として位置づける。

2.　 定　義

(a)　　「取締役会」とは、当社の取締役会を意味する。

(b)　　「歳入法」とは、適宜修正される米国の1986年内国歳入法を意味する。プランにおいて同法の条項を言及する場

合は、同法のいかなる後継条項又は修正条項に対する言及を意味するものとする。

(c)　　「委員会」とは、本プラン第14条に従って、取締役会によって任命された委員会を意味する。

(d)　　「普通株式」とは、当社の普通株式、又はかかる普通株式が転換することのできる株式を意味する。

(e)　　「報酬」とは、 従業員が当社又は特定子会社に提供した役務に対して支払われる従業員の現金支給の基本給与、

歩合報酬及び交替勤務時間割増金（残業手当、奨励報酬、奨励金及び賞与 を除く。）で、委員会が定める修正がなされ

たものを意味する。かかる報酬は、2005年11月1日以降、アジレント・テクノロジーズ・インク2005年繰延給与プラン

（又はそれを承継するプラン）に基づき、基本給与の繰延べ額が控除される前に決定されるものとする。委員会は、報酬

の定義に含めるべきあらゆる形態の支払いを決定 かつ承認する権限を有するものとし、また報酬の定義を前向きに変更

することができる。

(f)　　「当社」とは、デラウェア法人であるアジレント・テクノロジーズ・インクを意味する。

(g)　　「特定子会社」とは、その従業員をプランに参加させる資格を有する、との委員会による認定を受けた子会社を

意味する。

(h)　　「従業員」とは、当該参加期間中、当社又は特定子会社の従業員名簿に記載される（内国歳入法第3401条（ｃ）

及びそれに基づく規則による定義の範囲内の）従業員として、当社又は特定子会社によって区分される個人を意味する。

従業員には、独立契約社員は含めないものとする。

(i)　　「加入日」とは、募集期間中の最初の取引日、又は新規参加者については初回の購入期間中の最初の取引日を意

味する。

(j)　　「公正市場価額」とは、ザ・ウォールストリート・ジャーナル又は信頼性が高いと委員会のみなすその他の情報

源において示される、決定日が取引日の場合はその日の、取引日でない場合はその直前の取引日の普通株式の売値の終値

（又は売買の発表されない場合は最終気配値）をいう。

(k)　　「募集期間」とは、プランに従って付与されるオプションの行使が可能な24ヶ月間を意味する。前記にかかわら

ず、委員会による変更がない限り、最初の募集期間の効力については、「募集期間」とは、およそ6ヶ月の期間を意味す

る。委員会による変更がない限り、2008年11月1日以降、募集期間はそれぞれの年の11月1日及び5月1日以降の最初の取引

日から開始し、それぞれその次に来る4月、10月の最終取引日に終わるものとする。

委員会は、募集期間の時期及び期間を変更または修正することができる。

(l)　　「参加者」とは、プラン第5条に定められるとおり、プランへの参加者を意味する。

(m)　　「プラン」とは、本従業員株式購入プランを意味する。

(n)　　「購入日」とは、各購入期間における最終の取引日を意味する。

(o)　　「購入期間」とは、ある購入日の後に開始し、次の購入日に終了する6ヶ月間を意味する。購入期間は、直前の購

入期間の終了後、連続して開始するものとする。前記にかかわらず、委員会による募集・購入期間の変更の指示がない限

り、2008年11月1日の有効な「購入期間」とは募集期間の最初の日から始まり、当該募集期間の最終日に終了する6ヶ月間

を意味する。

(p)　　「購入価額」とは、購入日における普通株式の公正市場価額の85％を意味する。ただし、委員会は、将来の募集

期間につき、加入日又は購入日における普通株式の公正市場価額のうち、いずれか低い方の85％とする購入価額を設定す

ることができ、又プラン第7.4条の規定に基づき、委員会は購入価額を調整することができる。

(q)　　「株主」とは、当社の付属定款に基づく議決権付普通株式の株主名簿上の株主を意味する。

(r)　　「子会社」とは、内国歳入法第424条（f）に規定されるとおり、当社の傘下にある連続的な法人系列に属する

（当社以外の）法人を意味する。

(s)　　「取引日」とは、全米証券取引所及びニューヨーク証券取引所において取引が行われる日を意味する。
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3.　 参加資格

加入日から開始する購入期間については、加入日現在、当社およびその特定子会社に規則的に所属する従業員全員が、プ

ランへの参加資格を有する。

但し委員会は、加入日から開始する購入期間に関し、当該加入日以前に最低期間（例えば１賃金期間）雇用関係が先行す

ることを義務付けるための規定を定めることができる。また委員会は、内国歳入法414条（q）に規定される「高額報酬受

給従業員」の定義に該当する限りにおいて、一定グループの高額報酬従業員がこのプランの参加資格を持たない旨定める

ことができる。オプションの付与直後、転換証券の転換もしくは当社から付与を受けたオプションの行使により購入しう

る株式を含め、従業員が当社またはその子会社の株式全種類の価値もしくは総議決権の5％またはそれ以上を保有しもし

くは保有するとみなされる(内国歳入法第424条（d）の規定上)場合は、当該従業員はこのプランに参加することができな

い。プランに参加する従業員は、各地域における法律で義務付けられ、且つ内国歳入法第423条(b)(5)に適合する相違を

除き、全てプランに基づき同等の権利を有する。但し、プラン第15条により承認されたサブプランで、税法第423条の要

件を充足しないものに参加している従業員は、必ずしも内国歳入法第423条プランに参加している従業員と同等の権利を

有するものではない。取締役会は、連邦及び州の証券関係法、又は外国法の規定を遵守すべく、役員や取締役を兼任する

従業員の資格及び参加に制限を課すことができる。

4.　 募集期間

2008年11月1日から発効として、本プランは11月1日及び5月1日以降の最初の取引日から始まるおよそ6ヶ月有効な募集期

間を有するものとする。それぞれの募集期間は、それぞれ4月30日、10月31日の最終購入日までに終了するものとする。

前記にかかわらず、委員会は本プランを連続する募集期間を通じて実施し、新規の募集期間は、先行募集期間の初日から

24ヶ月目もしくはそれ以降の取引日、または委員会が定めた日に開始し、そこから24ヶ月間もしくはプラン第13条に従い

募集期間が終了するまでの期間継続する権限を保持する。委員会は、以降の募集に関しては、変更の対象となる最初の募

集期間開始予定日の少なくとも5日前までに募集期間（その開始日を含む）の変更を発表している場合、かかる変更を株

主の承認なしで行う権限を有する。

5.　 参　加

5.1　　プラン第3条によりプランに参加資格を有する従業員は、該当する加入日またはそれ以前に委員会が指定する日

に、当社の定める給与控除同意書及びプラン登録申請書に記入したものを提出し、または委員会の定める電子的その他の

登録手続に従うことで、参加者となる。参加資格を有する従業員は、当該従業員の報酬の10％を超えない任意の整数％の

割合を、給与から控除する旨同意することができる。給与控除額はすべて当社が保管し、当社の資金のうち管理するに適

したものと混蔵される。給与控除に対し利息は支払われず、参加者は利息債権を有しない。当社はプランの各参加者に関

して別個の帳簿勘定を備え、各参加者の給与控除はその勘定に貸記される。参加者は当該勘定に別途払込みをすることは

できない。

5.2　　委員会の定める手続きに従って、参加者は購入日の5営業日以前に新たに給与控除同意書及びプラン登録申請書に

記入したものを提出し、又は委員会の定める電子的なその他の手続に従うことで、購入期間中にプランから脱退すること

ができる。参加者が購入期間内にプランから脱退する場合は、積立てられてきた給与控除額は、無利息で参加者に返金さ

れる。委員会は、参加者がプランから脱退し、又再参加する頻度を制限する規定を設けることができ、また脱退後再参加

を希望する者に対して待機期間を課すことができる。

5.3　　購入期間中、新たに給与控除同意書及びプラン登録申請書に記入したものを提出し、または委員会の定める電子

的その他の手続きに従うことで、参加者はいかなるときも給与控除による負担割合を変更することができる。参加者が負

担割合を変更する手続きを取っていない場合は、購入期間または将来の購入期間（その後の募集期間に対する購入期間を

含む）を通じて当初に合意をした割合を継続して適用する。内国歳入法第423上(b)(8)の規定に基づき、購入期間中いか

なるときも委員会は参加者の給与控除額を0％まで減少させることができる。

6.　 雇用の終了

購入期間の満了以前において、死亡を含むあらゆる原因により参加者と当社又は特定子会社との間での雇用関係が終了し

た場合には、当該参加者のプランへの参加も終了し、当該参加者の勘定に貸記されていた金額の全ては、参加者又は死亡

の場合においてはその相続人もしくは遺産に対して無利息で返金される。雇用関係の終了は、委員会が認定する。また委

員会は、特定子会社、子会社、当社間での異動を含め、いかなるときに休職や雇用状況の変更が雇用関係の終了とみなさ

れるか、についての規則を設けることができる。更に委員会は、当社及び子会社の他の利益給付プランにおいて定められ

た同様の規定とは別個に、このプランのための雇用関係終了手続きを定めることができる。

7.　 募　集

7.1　　プラン第10条の規定により調整がなされるものの、プランに基づき発行される普通株式は最大で2,500万株に、

2001年に開始する当社の会計年度の初日に追加されることとされる当社の発行済株式総数の1％に相当する年次増加数を

加えた数、又は、委員会が定めるより少ない株式数とする。但し、プランに従って発行することのできる普通株式数の上

限は、7,500万株とする。所定の購入日において、オプションの行使が予定される株式数が、その時点においてプラン上
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割当て可能な株式数を超える場合には、実行可能で且つ当社が公平と認める統一した方法により、購入可能な残余株式を

按分比例して割り当てるものとする。

EDINET提出書類

アジレント・テクノロジーズ・インク(E05874)

有価証券届出書（組込方式）

 8/17



7.2　　委員会が各購入期間を定めるものとする。委員会が別途定めない限り、各半期会計年度の開始日（11月1日及び5

月1日）から6ヶ月間購入期間とあわせてプランは運営される。委員会は、株主の承諾なくして、また参加者の目論見を考

慮することなく、将来における購入期間を変更することができる。

7.3　　プラン第5.1条に従いプランに参加することを選択した有資格従業員は、それぞれ各購入期間中当該従業員に代

わって積み立てられる給与控除額から、プラン第7.4条に定められる購入価額において購入しうる整数 又は端数の普通株

式（但し、5000株を超えることはない）を購入するオプションを付与される。但し、オプションが未行使の場合におい

て、暦年を通じ、内国歳入法第423条プランに参加する従業員は、当該普通株式の（オプション付与時における）公正市

場価額のうち、25,000ドルを超える価額で普通株式を購入するオプションを付与されない、という条件により更に制限さ

れる。本項の規定は、内国歳入法第423条(b)(8)に従い解釈されるものである。

7.4　　委員会は各オプションにおける購入価額を、下記(i)又は(ii)の低い方とする権限を有する。

(i)  オプションが付与された加入日における普通株式の公正市場価額の委員会が定める割合（但し、85％以上とす

る。）（以下、「指定割合」という。）、又は

(ii) 普通株式が購入される購入日における公正市場価額の指定割合による価額。

委員会は、将来の募集期間に関する指定割合を変更することができ（但し、85％を下回ってはならない。）、また将来の

募集期間につき、購入日における普通株式の公正市場価額の指定割合をもってオプション価額とすることもできる。但

し、前記にかかわらず、委員会が購入価額を決定する方法を変更する決議をしない限り、2008年11月1日以降に始まる募

集期間については、購入価額は各購入日における普通株式の公正市場価額の85％と同等の額とする。

8.　 株式の購入

各購入期間が満了すると、参加者のオプションは自動的に行使され、その時点における各参加者の勘定に貸記された給与

控除額の積立金により、プラン第7.4条に規定されるとおりの価額で購入しうる整数 又は端数の普通株式が購入される。

但し、税金、社会保険料、当社又は特定子会社が法律もしくは公的機関の定める規則により義務付けられる源泉徴収を行

うために、当社またはその被指名人は、必要もしくは適当と考える規定を設け、また行為をなすことができる。但し、各

参加者は、プランにより生じる個々の税金の支払をそれぞれ負担するものとする。

9.　 支払・交付

下記の場合を除き、当社はオプションの行使後できるだけ速やかに、購入された普通株式及び参加者の勘定に貸記された

給与控除額のうち、株式購入に使用されなかった残高の記録を参加者に交付する。委員会は、株式を直接委員会の指定す

る仲介業者または当社の任命を受けた代理人に寄託すべき旨、許可あるいは義務付けることができる。また、委員会は株

式の譲渡につき、電子的又は自動的方式を活用することもできる。委員会は、一定期間当該仲介人又は代理人に株式を寄

託させる旨を定め、またその他参加資格を失うような株式処分の経緯を把握するため、又は委員会が決定したその他の目

的のための適当と考えられる方策をとることができる。当社は、普通株式購入に使用された給与控除額により普通株式が

完全に払い込まれたものとして扱い、これにより普通株式は完全に払込みが完了し、更なる債務を課さないものとされ

る。本第9条に定められるとおり、プランにより付与されたオプションの対象となる株式が購入され、当該参加者に交付

されるまでは、当該オプションの対象となる株式につき、いかなる参加者も議決権、配当金分配請求権、その他の株主と

しての権利を持たないものとする。

10.　資本の変更

オプションの付与後、普通株式の購入前に、株式分割、株式配当、オプションの対象となる株式の併合、資本組入によ

り、発行済普通株式数に増減があった場合は、オプションにより購入される株式の数、オプションの対象となる普通株式

の1株あたりの価額、及びプラン第7.1条に規定される株式の最大数は、適宜取締役会が調整を行うものとする。また、取

締役会は状況に応じ、その決定の実施に際して必要、適切な処置を取るものとする。

本第10条における取締役会の決定は、確定的なものであり、関係者全員に拘束力を有する。

11.　合併・清算・その他の企業取引

当社の清算又は解散が計画されている場合、取締役会が、その自由裁量において別段の決定を行わない限り、募集期間は

かかる計画が完了する直前に終了するものとする。また、未行使のオプションは自動的に消滅し、給与控除額は参加者に

対し無利息で全額返金される。

当社の全資産もしくはそれに匹敵する資産の売却、又は他社との合併もしくは統合が計画されている場合には、取締役会

独自の判断により、(1)承継会社もしくは承継会社の親会社や子会社がオプションにかかる債務を引受け、又はそれに代

わる同等のオプションを発行し、あるいは(2)当該合併、会社統合、資産売却の完了日以前の取締役会の定める日をもっ

て購入日とし、その日をもって未行使のオプションは全て行使され、あるいは(3)未行使のオプションは全て消滅し、積

み立てられた給与控除額は各参加者に無利息で返金されるものとする。
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12.　譲渡性

参加者に付与されたオプションは、いかなる場合も、任意又は強制的に譲渡、移転、質入、またその他いかなる方法にお

いても処分してはならず、そのような試みがなされたとしても全て無効であり、拘束力を持たない。参加者が、内国歳入

法で認められている以外の場合に、プランに基づく権利や利益を移転、譲渡、又はその他の方法で転嫁しようと試みた場

合は、いかなる場合においても、プラン第5.2条に従い、参加者はプランへの参加を停止する選択をなしたものとして扱

われる。

13.　プランの変更・終了

13.1　プラン第13.2条の規定に基づき終了する場合を除き、2020年11月1日まで継続するものとする。

13.2　法で認められる限り、取締役会はその判断で、いかなる態様によってもプランを終了、中断、変更、修正すること

ができる。但し、プラン第10条による修正の場合を除き、株主の承認なくしてプランの対象となる株式の数を増加させて

はならない。2008年11月1日を有効として、取締役会は第13.2条下の権限を委員会に委譲した。これは取締役会がこれを

取り消すまでまた取り消さない限り存続する。

14.　管理

取締役会は、二名以上で構成される委員会を任命し、その委員は取締役会の定める期間において任務を遂行するものとす

る。取締役会は、いかなるときもその委員を解任することができる。委員会は、プランの日常的管理に関する権限・責

任、プランに特記された権限・責任、その他取締役会に委任される職務・責任・権限を遂行する。この中には、プランが

取締役会の任務と定めるものも含まれる。委員会は、プランの日常的管理につき、一名以上の個人にその職務を委任する

ことができる。委員会は、取締役会の委任の範囲で、プランの適切な管理に必要とみなす規定の制定、プランの規定の解

釈、プラン管理の統括、プランの施策の実際的な決定、プランの管理に必要または適すると考える行為に関して完全な権

限を有する。取締役会及び委員会の過半数が署名をなした決定事項は、適式に開催された委員会の会議でなされたものと

同様に完全な効力を有する。当社がプランの管理により生じた費用の全てを負担する。プラン又はプランに基づき付与さ

れたオプションに関し、信義に基づきなされた行為又は決定について、取締役会及び委員会の構成員はいずれも責任を負

わないものとする。

15.　外国における委員会の規則

外国における特定の法律の要件及び手続きにプランを適合させるため、委員会はプランの実施、管理に関する規則又は手

続きを設けることができる。この通則を制限することなく、委員会はまた、各地域による異なる給与控除の扱い、利息支

払、現地通貨への換算、給与税、源泉徴収手続、株券の取扱いに対する条件に見合うべく、規則または手続きを設ける権

限を特に有するものとする。

また、委員会は、一定の子会社または地域に適用される、内国歳入法第423条の及ばないサブプランを定めることができ

る。かかるサブプランに関する規則が、第7.1条を除く本プランの他の規定に優先することもあるが、当該サブプランに

別途の定めがない限り、本プランの規定がサブプランの実施をも規律する。

16.　証券関係法の要件

当社が次の三点の認定、すなわち、(1)当社及び参加者が、米国1933年証券法に定められる普通株式の登録に必要な、又

はその定める登録義務の免除を完成させる全ての行為を既に行い、(2)普通株式を上場する取引所の上場要件が既に満た

され、(3)州、連邦、その他外国の適用ある法律の規定を既に充足している、という認定をなさない限り、オプションの

行使によっても普通株式を発行する義務を何ら負わないものとする。

17.　公的規制

プランそれ自体、及びそれに基づき株式を売却、交付するという当社の義務は、いずれもプラン自体、またはプランに基

づく授権、株式の発行、売却、交付に関して要求される公的政府機関の承認の条件に服する。

18.　従業員の権利の非拡張性

プランのいかなる規定も、従業員に対し当社又は特定子会社の従業員としての地位を保持する権利を付与するものとはみ

なされず、また、当社又は特定子会社が有する随時従業員を解雇する権利を制限するものともみなされない。

19.　準拠法

プランは、デラウェア州法を準拠法とし、デラウェア州の法選択ルールによらないものとする。

20.　効力発生日

このプランは2000年11月1日をもって効力を生じる。

21.　報告

プランの参加者には個々の勘定を記録するものとする。各参加者には、その勘定の明細書を少なくとも年に一度交付す

る。

22. 保有株式にかかる受益者の指定

プランに基づき購入され、当社または参加者に代わる当社の受任者の管理する帳簿で保管される普通株式について、書面

を提出することにより参加者は受益者を指定することができる。参加者は、書面の通知をもって、いつでも指定した受益

者を変更することができる。各地域における法的規制を条件にするものの、参加者が死亡した場合は、当社又はその受任
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者は普通株式の株券を指定受益者に交付する。また各地域における法的規制を条件にするものの、参加者が死亡した場合

で、その死亡の時点で有効な指定を受けた受益者が存在しない場合には、当社は当該普通株式の株券を、参加者の遺言執

行者又は遺産管理人に交付し、（当社の確知する限り）遺言執行者又は遺産管理人が指定されていない場合には、当社独

自の裁量において参加者の配偶者、扶養家族、親族、あるいは配偶者、扶養家族、親族の存在を確知していない場合に

は、当社の定めるその他の者に自ら株券を交付する（もしくは受任者をして交付せしめる）。

 

 

 

EDINET提出書類

アジレント・テクノロジーズ・インク(E05874)

有価証券届出書（組込方式）

11/17



アジレント・テクノロジーズ・インク

 

従業員株式購入プラン

(アジレント・テクノロジーズインク従業員株式購入サブプラン)

 

以下は、アジレント・テクノロジーズ・インクの従業員株式購入プランのサブプランである海外従業員株式購入プラン（以下

「サブプラン」）である。

１.　目的

当サブプランは計算された給与控除又はその他許可された出資方法によって、米国外の特定子会社の従業員に対し、周期

的な間隔での当社の普通株式の購入を通して会社の持分を取得する機会を与えるものである。当サブプランは1986年米国

内国歳入法修正第423条に基づく「従業員株式購入プラン」として位置づけられるものではない。

全てのサブプランの条項はここに記載されているもの以外は全て米国のプランの条項に従う。

2.　定義

ここに記載されているもの以外は、サブプラン条項にて使用されている用語は、全て米国のプランにて記載されている用

語と同じ意味を有する。

(a)　「特定米国外子会社」とは、米国外の特定子会社のことで、(i)委員会の単独の決定によって随時、米国のプラン又

はサブプランに加入する資格があるものと認められ、(ii)米国外に従業員を有する会社のことである。効力発生日におい

て、別紙添付スケジュールAのリストに記載されている国の、特定米国外子会社の有資格の従業員がサブプランに参加す

ることができるものとする。委員会は、効力発生日後において、他の会社を追加で米国外特定子会社に指定することがで

き、その場合効力発生日後に従業員が追加的にサブプランの参加資格を有することとなる。

(b)　「効力発生日」とは、2008年11月1日を意味する。この日より後に米国外特定子会社となった会社については、委員

会単独の決定により当該指定を決定された日とする。

(c)　「従業員」とは、米国外特定子会社のあらゆる従業員を意味する。

(d)　「参加者」とは、下の第3条及び第4条の資格・参加要件を満たしたあらゆる従業員を意味する。

(e)　「購入権」とは、サブプランに従って参加者に付与される、米国のプラン第7章に記載されている、普通株式を購入

するオプションで、このオプションが発効している募集期間内に参加者はこのオプションを行使又は行使しないことを選

択できる。

3.　参加資格 

効力発生日後から開始する募集期間については、加入日現在において米国外特定子会社が雇用している従業員は、その募

集期間内にサブプランへの参加資格を有する。ただし、以下の制限がある。

(a)　オプションの付与直後、オプションの行使により購入しうる株式を含め、当社又はそのあらゆる子会社の株式、全

種類の価値もしくは総議決権の5％以上を保有する場合は、当該従業員はサブプランには参加できない。

(b)　それぞれの購入期間において、従業員1人につき5,000株以上購入することはできない。

(c)　サブプランに参加することのできる従業員は、当社及び子会社の全ての株式購入プランにおいて、暦年を通じ各購

入権を付与された時点での公正市場価額から計算して、25,000米ドルを超えない相場の範囲でのみ参加することができ

る。

(d)　従業員は1回につき1つの募集期間にのみ参加することができる

(e)　当社は、個人が従業員となったか又は従業員でなくなったか、及びそれらの者の資格の取得日・失効日につき、適

宜その決定に際しては信義に基づき決定を下すものとする。当会社が個人が従業員であるか否かを決定した時点での、サ

ブプラン下の個人の参加あるいはその他の権利（もしあれば）の保全を目的として、当該決定はそれらの権利について最

終的、拘束力を有する決定的なものであり、その後もし当社、法律又は政府機関が当該個人の従業員としての地位につい

て、異なる判断を下した場合でも、影響を与えない。

4.　参加

既に定められた募集期間が当社によって、早められたり延期されたりしない限り、資格を有する従業員は該当する加入日

又はそれよりも前に当社の定める規定に従って、プランの参加者となる。

5.　給与控除及びその他許可された出資

(a)　委員会によって決定されたものを除き、給与控除は米国プランの第5条に従って行なわれる。委員会はその決定に基

づき、米国プラン第15条に従いその他の出資を承認することができる。これには、小切手、現金、参加者個人の銀行口座

の銀行為替及びその他出資の方法の管理に有効なその他の手続きを含むがこれらに限定されない。

(b)　上記に従い収集された金額は、サブプランに従い参加者個々の会計帳簿に貸記され、米ドルに転記されるまで最初

は米国外特定子会社によって支払われる通貨で記帳される。それに従い、サブプラン下においての普通株式の購入は、募

集期間内における給与控除又はその他許可された出資が米ドルに転換された上でなされる。当社は、その決定により、購

入期間内の何時でも給与控除額又は許可された出資を米ドルに転換することができる。
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(c)　各購入期間内に、給与控除額又はその他許可された出資によってそれぞれの参加者の帳簿に貸記される、参加者に

購入されうる普通株式の数は、購入日における普通株式の米ドルにおける公正市場価格をもとに決められるものとする。

当社は、各購入日において有効となる適当な為替レートをあらゆる合理的な方法をもって決定する絶対的な裁量権を有す

る。これには、当該転記が行なわれる月の、当社によって実際金融取引で使用されている為替レートを含むがこれに限定

されない。参加者のために行なわれた、給与控除額又はその他許可された出資が米ドルに転換される際における為替レー

トの変化・変動リスクは参加者のみの負担とする。

6.　購入権の付与

購入権の付与及び購入権の購入価額は、米国プランの第5条及び第7条に従うものとする。

7.　購入権の行使

購入権の行使については、米国プランの第7条及び第8条に従うものとする。

8.　脱会、雇用の終了

(a)　参加者は購入日の少なくとも5日前に当社に対して書面で通知することにより、サブプラン下で帳簿に貸記されてい

る給与控除額又はその他の許可された出資の全てを取り下げることができる。このような通知がなされた場合、参加者の

帳簿に貸記された参加者の全ての給与控除額又はその他許可された出資はその通知が受領され次第手続きがなされ次第、

直ちに当該参加者に還付される。そして、当該参加者の現行の募集期間における購入権は自動的に失効し、その期間中は

給与控除又は許可された出資は一切行なわれない。

(b)　退職、死亡の場合を含め、何らかの理由により購入日の前に参加者が従業員としての地位を喪失した場合、個々の

帳簿に貸記された給与控除額又は許可された出資は参加者に、参加者死亡の場合は、米国プラン第22条に従い、その資格

を有するものに還付され、購入権は自動的に失効する。

(c)　募集期間中の参加者の脱会は、当該脱会者の今後の募集期間又は当社によって採用される類似のプランの参加資格

に影響を与えるものではない。

9.　異動

(a)　サブプラン下の募集期間中に米国外特定子会社の従業員が異動し、当社の従業員となった場合は、現に効力の有っ

た先の募集期間が継続中は米国プランの条件・資格のもとでの参加者に自動的になるものとする。現地法で別途規定がな

い限り、全ての給与控除額又はその他許可された出資は、現在の購入期間継続の間、前の特定子会社の雇用主によって保

持され続けるものとする。次の購入日において、当社又は米国外特定子会社によって又はそれに対して行なわれた、全て

の給与控除額及びその他許可された出資は米国プランの条件と制限のもとで、株式購入のため合算される。

(b)　米国プラン下の募集期間中に当社の従業員が異動し、米国外特定子会社の従業員となった場合は、現に効力の有っ

た先の募集期間が継続中はサブプランの条件・資格のもとでの参加者に自動的になるものとする。現地法で別途規定がな

い限り、全ての給与控除額又はその他許可された出資は、現在の購入期間継続の間、当社によって保持され続けるものと

する。次の購入日において、当社又は米国外特定子会社によって又はそれに対して行なわれた、全ての給与控除額及びそ

の他許可された出資はサブプランの条件と制限の元で、株式購入のため合算される。

10. 利息

現地法の規定がない限り、給与控除額又は許可された出資については利息はつかないものとする。

11. 株式

(a)　サブプラン下で参加者が購入することのできる普通株式は、米国プラン第7条に従って確保されいてる株式から出さ

れ、サブプラン下での株式の発行によって、その分だけ米国プランにおいてその後発行することのできる株式数が減少す

る。

(b)　新株予約権が行使され、その株式が引き渡されるまでは、参加者はその購入権によって確保されている株式につ

き、利息又は議決権を有しない。

(c)　プランのもと参加者に引き渡される株式は、当社が指定する仲介業者又は、当社の任命を受けた代理人のところに

置かれる、参加者名義の帳簿に記録される。

12. 管理及び現地法の遵守

(a)　サブプランは、米国プラン第14条及び第15条に従い管理される。委員会は、該当する管轄下の特有の法や手続きの

要求に対応するため、サブプランの管理・運営に関して規則及び手続きを採用することができる。上記の一般性を制限す

ることなく、委員会は、その地域によって要件が異なってくる給与控除又はその他許可された出資、利息の支払い、現地

通貨の換算、給与支払税、源泉徴収手続及び株券の取扱の管理について規則及び手続きを採用する権限を明確に有する。

委員会はまた、特定の米国外特定子会社又は管轄にのみ適用される規則、手続き又は（本文サブプランとは異なる）サブ

プランを採用することができる。先述のサブプランの規定は、本文サブプランの他の条項に優先するが、その他優先しな

い部分については本文サブプランの条項がそのサブプランを規定する。

(b)　米国外特定子会社を管轄する地域での特有の法及び手続きの要件（地方の証券外為法を含むがこれに限らない）を

満たすため、参加者はその株式の売却まで自身で購入した普通株式を当社、特定子会社にある帳簿、又は当社が指定する

仲介業者又は、当社の任命を受けた代理人のところに置かれる帳簿で保持されることを求められる場合がある。
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(c)　購入権の発効、授与及び実行、普通株式の発行、移転、譲渡、売却及びその他処分については、当社、特定子会社

及び参加者の該当する法令、規定及び規則の遵守の下行なわれるものとする。

13. 転換可能性

給料控除額及びその他の参加者の帳簿に貸記され又は購入権の実行やサブプランに基づく株式の受け取りに関するファン

ドはいずれも、参加者によって割り当てられたり、移管されたり、与えられたり、他のいかなる方法によっても（意思や

米国プランの第22条に規定される法律によって以外に）処分されることはない。地方法に反しないために（地方の証券外

為法を含むがこれに限らない）会社は参加者にサブプランに基づいて購入した株式を当社、特定子会社にある帳簿、又は

当社が指定する仲介業者又は、当社の任命を受けた代理人のところに置かれる帳簿においてその株式の売却まで保持する

ように要求できる。

14. ファンドの利用

給料支払額の控除又はプランに基づき会社により受け取られ保持されるその他許可された出資は、会社によって様々な目

的に利用される。会社はそのような給与控除額やその他許可された出資を地方の法令によらなければ分離する義務はな

い。

15. 修正又は終結

委員会は任意の時期にサブプランを修正したり終結したりできる。

16. プランの期間

サブプランは米国プランの期限切れ又は終結まで効力を持ち続ける。

17. 適用法

他で明確に地方法で要求されていない限り、サブプラン及びこの契約における権利の全ては、米国デラウェア州法に支配

され一致するようになっており、州の法衝突の規則に拠らない。このサブプランの条項が競合適用法の裁判所で決定され

ることが万が一あって、その結果、国内において不適法又は効力を持たない状態になれば、そのような決定は、その他の

国における条項の適用にいかなる意味においても影響を持たないし、サブプランのその他の条項にいかなる意味において

も影響を持たない。
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スケジュールA

2008年11月1日現在の株式購入プランに基づき参加する特定米国外子会社の所在国

 

国

 

オーストラリア

オーストリア

ベルギー

ブラジル

カナダ

中国（※）

デンマーク

フィンランド

フランス

ドイツ

香港

インド

アイルランド

イスラエル

イタリア

日本

韓国

マレーシア

メキシコ

オランダ

ニュージーランド

プエルトリコ

シンガポール

スペイン

スウェーデン

スイス

台湾

英国

 

※この国における特定子会社の従業員は、当社が現地の法行政機関の要求が満たされたと決定したときにその限度において、

プランに参加する権限が認められる。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

第1 【公開買付けの概要】

該当事項なし

 

 

第2 【統合財務情報】

該当事項なし

 

 

第3 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】

該当事項なし

 

 

第三部 【追完情報】

 
第１　臨時報告書の提出事由の発生

 臨時報告書の提出日 年月日 発行済株式総数 資本金

1. 2015年5月1日 2015年5月1日

本邦以外の地域における

新株予約権証券の募集

（アジレント・テクノロ

ジーズ・インク従業員株

式購入プランに基づく新

株予約権証券の募集）

新株予約権証券の発行

価額の総額と新株予約

権の行使に際して払い

込むべき金額の合計額

の合算額：

37,968,434米ドル

 

第２　外国会社報告書の提出日以後の発行済株式総数及び資本金の増減

外国会社報告書の提出日以後、以下の表のとおり発行済株式総数及び資本金が増加した。

年月日 発行済株式総数 資本金

2014年10月31日現在

普通株式

（額面金額0.01米ドル）

607,889,792株

6,078,898ドル

（723,328,073円）

2015年10月12日現在

普通株式

（額面金額0.01米ドル）

610,808,801株

6,108,088ドル

（726,801,391円）
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第四部 【組込情報】

1 外国会社報告書及びその補足書類 (自平

成25年11月1日至平成26年10月31日) （第

八号の二様式）

平成27年2月27日

関東財務局長に提出

2 訂正報告書（上記1の外国会社報告書の

訂正報告書）

平成27年3月9日

関東財務局長に提出

3 外国会社半期報告書及びその補足書類

（自平成26年11月1日至平成27年4月30

日）（第八号の二様式）

平成27年7月29日

関東財務局長に提出

尚、上記外国会社報告書及びその補足書類（平成27年2月27日提出）、訂正報告書（平成27年3月9日提出）並びに外国会社半期

報告書及びその補足書類（平成27年7月29日提出）は、金融商品取引法第27条の30の2に規定する開示用電子情報処理組織

(EDINET)を使用したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドラ

イン)A4-1に基づき本届出書の添付書類としている。

 

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし

 

 

第六部 【特別情報】

【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

該当事項なし

 

EDINET提出書類

アジレント・テクノロジーズ・インク(E05874)

有価証券届出書（組込方式）

17/17


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第1募集要項
	1新規発行新株予約権証券
	(1)募集の条件
	(2)新株予約権の内容等
	(3)新株予約権証券の引受け

	2新規発行による手取金の使途
	(1)新規発行による手取金の額
	(2)手取金の使途


	第2売出要項
	第3第三者割当の場合の特記事項
	第4その他
	1法律意見
	2その他の記載事項


	第二部公開買付けに関する情報
	第1公開買付けの概要
	第2統合財務情報
	第3発行者（その関連者）と対象者との重要な契約

	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類


